
説明会参加者からの質問に対する回答 

 

№ 質問 回答 

1 
電子契約サービスを利用するうえで、受注者側が法的に配慮す

べき点には、どのようなものがあるか？ 

・一部の法令では書面による契約書作成を義務付けておりますので、契約案件の根拠 

 法令にご留意いただく必要があります。 

・法人税法、電子帳簿保存法等に基づき、契約書データ（取引情報の電磁的記録）の 

の保存期間や保存方法などが定められており、事業者区分等により対応が異なる場 

合があるため、各事業者様においてご確認していただく必要があります。 

・電子契約では契約書データが原本になります。印刷したものは「原本の写し」の取 

扱いになるため、印紙税の課税文書には該当しないことから、収入印紙の貼り付け 

は不要になります。 

2 
電子契約サービスを利用するうえで、受注者側が法的に準備し

なければならない要件には、どのようなものがあるか？ 

3 
「電子契約利用申出書」については、契約の都度、提出しなけ

ればならないのでしょうか？ 

そのようになります。従来からの書面の契約書を選択される場合もあることから、契

約案件ごとに「電子契約利用申出書」の提出をお願いするものです。 

4 
電子契約サービスの導入に当たり、弁護士ドットコムが独占禁

止法違反に該当することはないですか？ 

弁護士ドットコムが提供する電子契約サービスのクラウドサインについては、市場シ

ェアが高いところですが、競合他社が存在する状況にあることから、市場の競争性は

維持されていると考えます。 

5 
近隣自治体でクラウドサインを導入しているところはあります

か？ 

令和 8 年 9 月現在、近隣自治体では電子契約制度の導入が進んでおらず、導入済の千

葉市ではクラウドサイン、八千代市では GMO サインとなっています。 

（県内 37 市のうち、制度導入が済んでいるのは 15 市になります。） 

 


